
７ 予算額等

A 94,120,415 A 96,864,453 A 67,169,533 A 69,861,343 A 26,950,882 A

B 124,283,788 B 126,903,432 B 100,036,505 B 102,842,198 B 24,247,283 B

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

独自財源から
の 収 入 額

運営費交付金

補 助 金 等

施 設 費

0

0

0

1,241,455

26,587,727 26,587,727

1,241,455

26,854,487 28,148,836

148,417,970

10,726,778

109,862,010

1,241,455

200,393,906

10,726,778

161,837,946

51,975,936

51,975,936

6,349,622 6,002,754 6,349,622 8,562,298

0 11,719,507 0

23,705,328

11,733,811 17,307,286

94,830,767 100,057,374 71,125,439 87,175,491

0

0

0 0

11,733,811 18,227,945

76,747,334 76,747,334 53,042,006 48,665,739 23,705,328

経　常　経事　業　経　費

予 算 額
予 算 額 決 算 額

予 算 額 決 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成１６年度)

17年度

18年度

予算額・決算額

19年度

予算額・決算額

予算額・決算額

備　考
※「移行前の組織の最終１年間」欄については、上段A：日本原子力研究所、下段B：核燃料サイクル開発機構を記載。

208,144,571

18,210,683

161,837,946

152,364,779

18,105,733

104,871,247

1,238,961

52,045,602

0

52,045,602

0

0

153,985,344

16,303,436

111,178,615

3,071,882

23,431,41123,431,411

206,030,946

16,303,436

163,224,217

3,071,882



単位：千円

26,771,846

23,525,089

0

23,669,786

0

23,669,786

0

経　費

決 算 額

。

51,950,832

0

51,950,832

0

0



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

A 280,009,903 A 10,734,915 A 0 A A

B 550,701,973 B 20,224,111 B 0 B B

１７年度

１８年度

（２）負債 単位：千円

政府保証
の有無

A 70,993,044 A 0 A

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有

１８年度 103,580,191 0 －

（３）資本 単位：千円

A 209,016,858 A 1,943,978,173 A

B 450,387,322 B 2,922,587,272 B

１７年度 774,338,899 792,175,116

１８年度 686,098,112 792,175,116

－

－

積　　立　　金
種　　別 金　　額

0

資 本 合 計

834,580

－

86,640,304

負 債 合 計 短 期 借 入 金
借　入　先

058,166,632

832,505,532 21,496,956 172,725,929

97,601,985

87,551,895

86,702,559

25,370,242

14,511,985

0

１７年度

長　期　借　入　金

資　　　　　　　　産

土 地資 産 合 計 現金及び預金 有価証券 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

負　　　　　　　　債

0

借　入　額

155,656,353

株式会社ＵＦＪ銀行

株式会社三井住友銀行B

476,900

749,970

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社新生銀行

株式会社新生銀行

463,580

1,974,470

851,420

0

146,160

323,060

－

1,380,330

株式会社りそな銀行

株式会社あおぞら銀行

政 府 出 資 金

資　　　　　　　　本

備  考
※ 「移行前の組織の最終１年間」欄については、上段A：日本原子力研究所、下段B：核燃料サイクル開発機構を記載

2,049,980

0－

積立金

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

0

035,606,520789,678,303

100,314,651 B 321,000

株式会社りそな銀行

B

株式会社東京三菱銀行

株式会社あおぞら銀行

3,534,310

1,255,950

383,350

2,197,920



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

－ 0 － 0

－ 0 － 0

－ 0 － 0

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無

１７年度末 １８年度末

無 無

 発 足 時
(１７年１０月)に国か
ら現物出資された資産

１８年度末

１７年度末

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

１７年度末

 発 足 時
(１７年１０月)に国か
ら無償譲渡された資産

発足時(１７年１０月)

無

１８年度末



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等

監査法人名 あずさ監査法人

監査法人名 －

監査法人名 あずさ監査法人

監査法人名 －

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中

（1）独立行政法人日本原子力研究開発機構の一般勘定、電源利用勘定に係る各勘定別財務諸表
（利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）を除く。）並びに法人単位財務諸表が独立行政法
人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、各勘定及び法
人単位の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
（2）各勘定に係る利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと
認める。
（3）事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示し
ているものと認める。
（4）各勘定に係る勘定別決算報告書及び法人単位決算報告書は、独立行政法人の長による予算の
区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

－

－

（1）独立行政法人日本原子力研究開発機構の一般勘定、電源利用勘定に係る各勘定別財務諸表
（利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）並びに関連公益法人等の計算書類及び事業報告書
等に基づき記載している部分を除く。）並びに法人単位財務諸表（関連公益法人等の計算書類及び
事業報告書等に基づき記載している部分を除く。）が独立行政法人会計基準及び我が国において一
般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、各勘定及び法人単位の財政状態、運営状況、
キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
（2）各勘定に係る利益の処分又は損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと
認める。
（3）事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく示し
ているものと認める。
（4）各勘定に係る勘定別決算報告書及び法人単位決算報告書は、独立行政法人の長による予算の
区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認める。

17年度

法
定
監
査 監査意見

監査意見

任
意
監
査

18年度

法
定
監
査 監査意見

任
意
監
査

監査意見
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